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く問題意識を持つことが必要なのではないかと思います。 

＜人口減少と都市圏への集約＞ 

人口が減少期に入ると、全体数が減少するのは当然

ですが、それに伴い都市部への集約が進みます。人口

がどのような場所に集積しているかというと、50 万

人以上の都市に 25％、30 万人以上の都市も含めると

すでに人口の 40～50％にもなります。人口の減少は

平均的に起こるのではなく、都市部への人口集中を伴

いながら、全体的な人口が減少するという事象が発生

するのではないかと思います。 

こうした問題は、1 つの都市で対応できるものでは

なく行政として都市圏域レベルでどのような対応が

できるかという問題意識が強く問われると考えてい

ます。 

＜地方分権と財政制約の強化＞ 

政府も地方分権について 10~15 年来取り組んでいます。民主党政権になってからも地域

主権ということで、今後もますます地方分権は進んでいくと考えています。また、地方分

権の動きに併せて、財政の制約が今後ますます強まっていくと考えています。 

国債の残高を見ると明らかですが、大変な状況になっており、経常収支比率もどんどん

悪化しています。岐阜市の経常収支比率は 90%近くになっています。その背景には扶助費

の増大があります。人口における高齢者の絶対数の増加ということを考慮すれば、今後ま

すます経常収支比率は上がっていくと予想されます。また、高齢化により、一般会計から

国民健康保険特別会計(※1)への繰入の増加が予想され、それに伴い、道路事業など公共事

業ににまわる予算の減少が起きると思います。 

＜道路の役割の変容＞ 

社会的な背景を考慮した上で、道路が今後どのような役割を担っていくかについて、話

をさせていただきます。高度経済成長期にはどの都市も生活道路と産業道路が混然一体と

なって機能していたと思います。その時に都市計画道路をはじめ、幹線道路整備による放

射状道路整備、街中通りの拡張などが行われてきました。 

90 年代の前半までは、岐阜市でも中心市街地がしっかり形成されていました。 

しかし、政府の「持ち家」志向の住宅政策により都市が拡大していき、それに伴い道路

もまた郊外部へと延びていくという道路行政がありました。ところが、今度は、都市化の

ための道路、都市化のための街づくりという、住宅環境や生活環境を充実させるための道

路整備ということが問われる時代がありました。今後は、「生活道路への復権」がきわめて

必要だということが、今日の結論だと考えていただければと思います。 

生活道路への復権をするために、行政は、通過交通の抑制や、自転車道の整備・拡張、
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策における自転車への切り替えが行われています。日本の公共交通の仕組みや制度を変え

ていくために、ヨーロッパから仕組みや制度を学んでもいいのではないかと思います。 

 

今後、皆さんが直面するであろう道路行政というものを、従来の延長線上で考えるので

はなく、新しい問題意識に基づいて、全面的自己チェックをするという視点で考えてもら

いたいと思います。その際には自分の市や町が歩んできた歴史や、人は住み続けるわけで

すから、今後道路がどんな役割を果たしていくことが望まれるのか、そして、それは道路

構造上どういうものであるべきものなのか、という原点に立ち戻って、もう一度 20 年計画

あるいは 30 年計画というものの立て直しが必要なのではないかと考えられます。 

 

平成 23 年 11 月 24 日（木） ホテル グランヴェール岐山にて 

 

 

 

※１ 国民健康保険特別会計 

市町村における国民健康保険事業を行うための費用の経理を、一般会計と区分し

て行われる特別会計。被保険者に高齢者や無職者を多く含み課税取得が年々減少

し、保険給付費の伸びに見合う歳入の確保が困難になっている。 

 

※２ コンジェスチョン・チャージ（渋滞税） 

渋滞緩和目的の道路課金の事である。特定の時間帯にロンドン中心部の特定のエ

リア内に車を乗り入れる際に課金されるシステム（夜間、祝日課金なし）。 

 


